
 

個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

（１）有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの…移動平均法による原価法 

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法 

①分譲土地住宅…個別法による原価法 

②その他の棚卸資産 

（ア）喫茶関連商品、煙草、雑貨…最終仕入原価法による原価法 

（イ）花苗…移動平均法による原価法 

（ウ）貯蔵品…総平均法による原価法 

③未成工事支出金…個別法による原価法 

（①と②の棚卸資産の貸借対照表価額は、収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法 

ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）、平成２８年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。  

（２）無形固定資産…定額法 

（３）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法 

なお、平成２０年３月３１日までに契約した所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

（１）貸 倒 引 当 金…売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しております。  

（２）工事損失引当金…受注工事に係る将来の損失に備えるため、損失の発生が見込まれ、かつ、 

その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を計

上しております。 

（３）役員賞与引当金…役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 

（４）退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用

いた簡便法を適用しております。 



４．完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行

基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進

行基準を適用する工事の当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。 

 

５．消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（表示方法の変更に関する注記） 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更 

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第２８号 平成３０年２月１６日）

により、会社計算規則が改正されたため、繰延税金資産は流動資産又は投資その他の資産に区分

する方法からすべて投資その他の資産に表示する方法に変更しております。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 ４１，６９７百万円 

 

２．関係会社に対する金銭債権・金銭債務 

短期金銭債権 ２，２３６百万円 

短期金銭債務   １４３百万円 

長期金銭債務 ３，５９３百万円 

 

３．損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建て 

で表示しております。 

  損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は

９７百万円であります。 

 

（損益計算書に関する注記） 

１．関係会社との取引高 

   営業取引による取引高 

売上高              １４，１２４百万円 

仕入高                   ６１６百万円 

営業取引以外の取引による取引高    １５百万円 

 

２．工事損失引当金繰入額 

売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、１３２百万円であります。 

 

３．減損損失 

当社は、原則として地点単位で資産のグルーピングを行っております。 

今回、減損損失を計上した資産グループは、収益性の低下により資産の簿価を全額回収できな

いこととなったため、当該資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失４０百万円として特別損失に計上いたしました。 



なお、当該資産グループの回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、正味売却価額

は不動産鑑定評価額等によっております。 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 １５７，０００株 

 

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成30年６月20日 

書面決議 
普通株式 ８００百万円 ５，１０１円 平成30年３月31日 平成30年６月21日 

 

３．基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

   平成３０年度に係る定時株主総会における決議事項として、以下のとおり会社法第３１９条 

第１項に基づき書面決議とする予定であります。  

株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

普通株式 利益剰余金 ５３４百万円 ３，４０７円 平成31年３月31日 令和元年６月24日 

 

（税効果会計に関する注記） 

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

    繰延税金資産 

ゴルフ会員権評価損             ４５百万円 

未払賞与                 １５７百万円 

     未払事業税                 ２５百万円 

退職給付引当金              １４３百万円 

減損損失               １，１５０百万円 

     その他                  １３４百万円 

    繰延税金資産小計            １，６５７百万円 

    評価性引当額               △９７２百万円 

    繰延税金資産合計              ６８５百万円 

 

（リースにより使用する固定資産に関する注記） 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、工事現場の仮設建物については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

１．１株当たり純資産額   １８４，０３１円３２銭 

２．１株当たり当期純利益    ６，８１５円５５銭 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

当社は、平成３１年４月２６日開催の取締役会において、当社を吸収分割承継会社として当社 

の親会社である中部電力株式会社より不動産活用事業及び寮・社宅の運営管理事業を承継するこ



とを決議し、同日付にて吸収分割契約を締結しました。なお、吸収分割契約の概要は、次のとお

りであります。 

 

（１）結合当事企業の名称等 

 ①相手企業の名称 

    中部電力株式会社 

   ②取得した事業の内容 

    中部電力株式会社の不動産活用事業及び寮・社宅の運営管理事業 

   ③企業結合の法的形式 

    中部電力株式会社を分割会社、当社を承継会社とする吸収分割 

   ④分割期日 

    令和２年４月１日 

   ⑤取引の目的を含む取引の概要 

中部電力株式会社の保有する不動産活用事業及び寮・社宅の運営管理事業を新たな経営資源

として、当社に承継することにより、中部電力グループにおける不動産事業の強化・拡大を

図ることを目的としたものであります。 

 

（２）実施する会計処理の概要 

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第２１号）および「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第１０号）に基づき、共通支配

下の取引として会計処理を行う予定でおります。 

 

（その他の注記） 

会社計算規則第９８条第２項第１号に基づき、会計監査人設置会社で必要とされる注記事項の

一部を省略しております。 

 

（当期純利益金額） 

   １，０７０百万円 


